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第 l 章で提示した 3 つのリサーチクェスチョンに答えるために、第 3 章から第 5 章にかけて、既存の
社会調査データの二次分析による実証分析を進めた。使用した社会調査データは、(1) 1 日本版総合社
会調査(JGSS) J 、 (2) 1社会階層と社会移動全国調査 (SSM 調査)J 、 (3) 1教育と社会に対する高校生
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の意識調査J である。(1)ならびに (2) は、無作為抽出による全国規模の反復横断調査であり、 (3)
は仙台市圏の高校生とその保護者を対象にした反復調査(有意抽出)である。また、第 5 章で使用した

































































































































































本稿に残された課題は以下の 3 点である。第 l の課題は国際比較である。本稿では、子ども期の家族
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論文審査結果の要旨
本論文の目的は、子ども期の家族構造の違いによって形成される不平等、特に二人親世帯で育った
人々とひとり親世帯で、育った人々との聞のライフコース上の格差に関して、記述と説明、さらには政策
論的考察を行うことである。
第 1 章ではまず、特に日本において、家族構造によって生成される不平等の問題が、社会階層研究と
家族社会学との断絶によって等閑視されているという限界があることを示した。そして、日本における
二人親世帯出身者とひとり親世帯出身者との格差の記述、その格差生成メカニズムの説明、その格差の
拡大傾向の説明、という課題を提示した。また本論文で用いる社会調査データの説明を行った。
第 2 章では、先行研究の検討を通して、上述のような研究上の限界の背景に、家族に関するメタ理論
の欠如ゆえ、初婚二人親家族を自明の前提とする傾向があることを示した。そして、この限界を打破す
るためには、「地位達成モデル」の家族観をメタ理論として採用すべきであると主張した。
第 3 章では、母子世帯出身者と二人親世帯出身者のライフコースを比較し、両者の聞にどれほどの格
差が存在するのかを記述的に分析した。その結果、特に高等教育機関への進学機会の格差が大きく、そ
れがその後のライフコース上の様々な格差に繋がっていることが明らかになった。
第 4 章では、この教育格差生成メカニズムに関する代表的な四つの仮説を取り上げ、計量的分析と理
論的考察を行った。その結果、家族ストレス仮説によって、データに見られる傾向を最もよく説明でき
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ることが示唆された。
第 5 章では、社会保障制度に注目し、二人親世帯出身者とひとり親世帯出身者との教育機会格差の拡
大という趨勢の説明を、時系列モデルの適用により試みた。ひとり親世帯に対する社会保障制度が子ど
もの教育達成に寄与してこなかったこと、児童扶養手当はむしろ高等教育機関への進学を抑制するとい
う「意図せざる結果」をもたらしてきた可能性があること、が明らかにされた。
最後に第 6 章では、本論文の研究の意義を確認するとともに、欧米諸国と比較した場合の日本の特徴
を説明するために、「後発産業化仮説」を提示した。さらに今後の課題として、国際比較、ひとり親以
外の非初婚家族を含めた考察、より適切な社会調査データの収集、という三点を提示した。
本論文は、先行研究に対する深い検討と綴密な実証的分析にもとづき、「見逃されてきた不平等」の
現状と趨勢の記述、不平等生成メカニズ、ムの説明、政策的含意の考察を一貫した形で行い、従来にない
水準の洞察に至っている。この意味で、計量行動科学的研究の範を示したものと高く評価できる。
よって、本論文の提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認めら
れる。
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